
別紙２（陳情第１１６号）

一 施設・区域の提供 

１ 第二条１項（ａ）は、米側は、安保条約第六条に基づき日本国内の施設・区域の

使用を許されること及び個々の施設・区域に関する協定は、合同委員会を通じて日米

両政府が締結しなければならないことを定めている（第一文及び第二文）が、このこ

とは、次の二つのことを意味している。第一に、米側は、わが国の施政下にある領域

内であればどこにでも施設・区域の提供を求める権利が認められていることである。

第二に、施設・区域の提供は、一件ごとにわが国の同意によることとされており、従

って、わが国は施設・区域の提供に関する米側の個々の要求のすべてに応ずる義務を

有してはいないことである。地位協定が個々の施設・区域の提供をわが国の個別の同

意によらしめていることは、安保条約第六条の施設・区域の提供目的に合致した米側

の提供要求をわが国が合理的な理由なしに拒否しうることを意味するものではない。

特定の施設・区域の要否は、本来は、安保条約の目的、その時の国際情勢及び当該施

設・区域の機能を綜合して判断されるべきものであろうが、かかる判断を個々の施設・

区域について行なうことは実際問題として困難である。むしろ、安保条約は、かかる

判断については、日米間に基本的な意見の一致があることを前提として成り立ってい

ると理解すべきである。（注１０） 

（注１０）かかる判断について、常に日米間に意見の不一致がありうるとすれば、単

に施設・区域の円滑な提供は不可能であるばかりでなく、わが国が自国の安全保障を

米国に依存することの妥当性自体が否定されることとなろう。 

以上にも拘らず個々の施設・区域の提供につき米側がわが国の同意を必要とするのは、

場合によっては、関係地域の地方的特殊事情等（例えば、適当な土地の欠除、環境保

全のための特別な要請の存在、その他施設・区域の提供が当該地域に与える社会・経

済的影響、日本側の財政負担との関係等）により、現実に提供が困難なことがありう

るからであって、かかる事情が存在しない場合にもわが国が米側の提供要求に同意し

ないことは安保条約において予想されていないと考えるべきである。（注１１） 

（注１１）このような考え方からすれば、例えば北方領土の返還の条件として「返還

後の北方領土には施設・区域を設けない」との法的義務をあらかじめ一般的に日本側

が負うようなことをソ連側と約することは、安保条約・地位協定上問題があるという

ことになる。 


